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報告要旨

本稿は年金給付制度がマクロ経済全体の労働時間に与える影響を分析する。
先行研究においては、代表的個人モデルに労働課税・社会保障課税・消費税を
組み込むことで、大陸ヨーロッパ諸国の長期的な労働時間の低下や、アメリ
カとそれらの国々の労働時間の近年の格差について、一定の説明力が認めら
れている。しかし、この分析手法を日本とスウェーデンに当てはめると、それ
らの労働時間を大幅に過小評価してしまう。本稿では、先行研究で見落とさ
れていた労働供給に対する年金給付の限界的な増分を計測し、それを先行研
究の枠組に導入した。その結果、日本とスウェーデンにおける理論とデータ
の不一致のうち、かなりの部分を年金給付が説明できることが判明した。ま
た、この結果が示唆する年金給付の重要性は、日本とスウェーデンに限定さ
れないと考えられる。フランスやドイツについては、失業保険を考慮すると
理論的には労働時間を過小評価してしまうという問題が知られている。日本
やスウェーデンと似た年金給付制度を持つこれらの国々の年金給付を考慮す
れば、この問題は解消できる可能性がある。
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